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公益社団法人 ふるさと回帰・移住交流推進機構（以下「JOIN-FURUSATO」とい

う。）は、都市から地方への移住・交流を推進し、人口減少社会における地域の振興

に寄与することを目的としている。 

令和７年度は、JOIN-FURUSATO と認定 NPO 法人ふるさと回帰支援センターが組

織統合を行った初年度にあたり、地方創生・地方移住の取組の継続・発展を目指し、

知識・経験・人材の一体化を進め、取組を「一歩前」へと前進させた。「一人ひとり

が、ゆとりと豊かさを実感できる持続可能な社会」を目指し、人と人、人と地域をつ

なぎ、自治体と企業等を連携させる取組を推進した。また、「日本のセンター」とし

て相談者の選択肢拡充と新しいライフスタイルの発見の機会を提供した。 

 

■要 約 

１．移住・交流希望者への情報発信 

（１）オフィシャルサイトからの情報発信 

• ２つのオフィシャルサイトのアクセス数は合計で約 50 万 PV/月（年間平均）で

あ っ た 。 ま た 、 「 ふ る さ と 回 帰 コ ー ポ レ ー ト サ イ ト

（www.furusatokaiki.net）」が検索キーワード「移住」で表示順位 1 位を獲

得した。 

（２）支援ネットワーク活動 

• 「移住・交流＆地域おこしフェア」を、東京ビッグサイトで 2 日間開催し、

3,113 名が来場した。移住に関するブース相談に加え、来場者により地域に対

して関心を持っていただけるよう「マルシェブース」や各ステージイベントを

実施した。 

•  「ふるさと回帰フェア」を、東京国際フォーラムで 2 日間開催し、来場者は

3 万 300 人となった。1 日目に NHK 首都圏ニュースの取材があり、その効果も

あり来場者数が伸びた。 

（３）自治体との連携強化 

• 令和７年度のふるさと回帰支援センター・東京の相談件数（面談・電話・メー

ル・見学・セミナー参加）は、前年比で 11.1％増の７万 2,525 件となった。

令和 6 年度（6 万 5,264 件）を上回り、５年続けて過去最高の相談件数を更新
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し、移住に対するニーズは拡大基調にあると見込まれる。 

• 令和７年度のふるさと回帰支援センター・大阪の相談件数（面談・電話・メー

ル・見学・セミナー参加）は 3,918 件となり、令和 6 年度（4,245 件）に対し

7.7％減となった。 

（４）移住セミナー等の開催 

• ふるさと回帰支援センター東京における移住相談会・セミナーの回数は、目標

の 700 回には到達しなかったものの、過去最高の 668 回の開催となった。 

 

２．会員マッチング支援 

• 「JOIN会員定例会」を、東京都と愛知県で開催するなど自治体会員と法人会員

のマッチング機会を提供するとともに、法人会員同士の連携を促進するため

「法人会員交流会」を開催した。また、マッチングツールである BtoG 通信を

104 回配信した。 

 

３．地域おこし協力隊事業支援 

• 現在地域で活動をしている隊員等が、任期終了後、定住に向けて円滑な起業が

可能となるよう、「地域おこし協力隊定住に向けた起業支援セミナー」を 2 回

開催した。 

• その後の伴走的な支援として、定期的な情報提供やセミナー、隊員同士の交流

機会を提供する「地域おこし協力隊スタートアップコミュニティ」（LINE 公式

アカウント）を運用し、オンライン及び対面にて４回開催し、延べ９１名が参

加した。 

• 地域おこし協力隊希望者を対象に、地域おこし協力隊の受入を検討している自

治体とのマッチングを図るセミナー（（一財）地域活性化センターからの受託

事業）を 2 回開催した。 

• 地域おこし協力隊の受入を検討している自治体及び受け入れている自治体向け

に受入・サポート体制の充実による協力隊活動の円滑化を目的とした「地域お

こし協力隊受入自治体職員向け研修会」をオンラインで２回開催した。 

• 法人会員と地域おこし協力隊の関係づくりを推進すべく、「地域おこし協力隊
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×法人会員合同研修・交流会」を移住・交流情報ガーデンで実施した。 

４．国・自治体の事業支援 

• 移住・交流情報ガーデン（総務省からの受託事業）では、JOIN-FURUSATO の

スタッフで構成する「移住・交流相談員」が移住や田舎暮らしに関する相談に

応じたほか、自治体などが主催する移住関連イベント開催を支援した。 

• 自治体の移住・交流関連事業を支援するため、自治体会員からの依頼に基づい

て、JOIN-FURUSATO のスタッフが自治体を対象に移住・交流に関する情報提

供を行うセミナーを５回実施した。 

• 事業部受託事業として、13 の自治体（都道府県 11、圏域 2）の移住イベント

に関する企画・運営・実務を行った。イベント開催数は年間 18 回となった。 

 

 ５．移住・交流に関する調査研究 

• 地域おこし協力隊事業に関する調査研究（（一財）地域活性化センターからの

受託事業）及び二地域居住に関する意識調査を実施した。 

 

 ６．地方移住交流国民運動推進本部の設置 

• 令和８年 2 月に「地方移住交流国民運動推進本部準備会議」を設置し、運営要

綱、運営規則、事業計画を作成した。事業計画では、地方移住交流国民運動推

進本部が取り組む 5 つの事業を設定した。 

 

■会員数の動向（令和８年３月末現在） 

・法人会員数は 64（前年度末 67）となっている。 

（特別法人会員 11 社、一般法人会員 42 社、地域法人会員 11 社） 

・自治体会員のうち、有料の都道府県会員については全 47 都道府県が会員となって

いる。都道府県が会員であれば無料で会員となれる市町村会員は着実に増加し、会

員数は 1,505（前年度末 1,485）、カバー率は 86.16％（前年度末 85.0%）となっ

た。 

・地方移住交流国民運動支援会員である自治体数は、686（前年度末 647）となって
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いる。 

 令和 8 年３月 31 日現在 令和 7 年 3 月 31 日現在 備   考 

法人会員 64 社 67 社 加入 12、退会 15 

都道府県会員 47 都道府県 47 都道府県  

市町村会員 
1,500 市区町村･2 組合 

2 連合･1 協議会 

1,480 市区町村･2 組合 

2 連合･1 協議会 

加入 2０、退会０ 

全市区町村 

カバー率 

86.16％  

地方移住交流 

国民運動支援  686 自治体      647 自治体       加入 56、退会 17 

会員    

 

■事業の詳細 

1．移住・交流希望者への情報発信 

（1）オフィシャルサイトからの情報発信 

（ア）ニッポン移住・交流ナビの運営 

都市から地方への移住・交流希望者を対象とした“情報ポータルサイト”と位置づけ

て運営し、コンテンツごとのアクセス数の推移を検証するなど、移住・交流希望者の

ニーズを把握し、毎月の特集記事を企画・制作した。 

本年度は、引き続き移住に対して漠然と興味を抱いている層や、より具体的に移住

について検討している層を対象とした特集記事を作成したほか、関係人口の創出を意

識した記事も作成した。また、移住の選択肢として地域おこし協力隊の取組みについ

ても特集し、様々な移住希望者に対して多彩な情報を掲載した。 

また、会員が開催するイベントなどの広告バナー掲載（法人会員：10 件、自治体会

員：6 件）や自治体会員の特集ページを制作・掲載する「有料自治体特集」（掲載

数：６自治体）を行い、会員向けサービスの充実化を図った。 

なお、地域おこし協力隊サイトを含めた閲覧数は約 39 万 PV/月（年間平均）であ

り、昨年度比約 108％となっている。 
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（イ）ウェブサイト「FURUSATO」の運営 

前年度に引き続き、ウェブサイトのコンテンツ拡充に取り組んだ。長年の取り組み

も あ り 、 検 索 キ ー ワ ー ド 「 移 住 」 で 「 ふ る さ と 回 帰 コ ー ポ レ ー ト サ イ ト

（www.furusatokaiki.net）」が表示順位で 1 位を獲得した。 

ウェブサイト「FURUSATO」は、移住ストーリーを 20 本公開するとともに、ふるさ

と回帰フェア 2025 レポートや二地域居住に関するコラムを公開した。こうした取り

組みにより、令和 7 年度「FURUSATO」の閲覧数は、約 11 万 PV/月（年間平均）と

なった。平均エンゲージメント時間は 51 秒と約 4％向上した。ウェブサイト経由の相

談予約申し込みは、15％増の 3,984 件だった。 

 

（ウ）地域おこし協力隊サイトの運営（（一財）地域活性化センターからの受託事業） 

自治体の地域おこし協力隊募集情報などを掲載し、協力隊を受け入れたい自治体と、

協力隊希望者とのマッチングサイトを運営した。 

地域おこし協力隊募集情報の検索ページ及び地域おこし協力隊イベントカレンダー

の UI（ユーザーインターフェース）を改善することで、地域おこし協力隊希望者や現

役隊員、自治体職員、協力隊経験者に向けてサイトの利用価値の向上を図った。 

 

（エ）地域活性化起業人マッチングシステムの運営 

自治体から企業に向けた地域活性化起業人募集情報を随時掲載できるシステムにつ

いて、適切な内容が投稿されるよう定期的にコンテンツの確認を行い運用した。 

 

（オ）JOIN-FURUSATO 公式 SNSの活用 

Facebook ページや X（旧 Twitter）、Instagram で毎月の特集記事公開の周知や移

住・交流に関するトレンド、イベント情報を紹介し、情報発信を行った。 

（現時点では、有楽町オフィス（ふるさと回帰支援センター・東京）と日本橋オフ

ィス（JOIN オフィス日本橋）が別々に情報発信している。） 

フォロワー数は、令和 8 年３月現在で、有楽町オフィスについては、Instagram：

5,619 人、X（旧 Twitter）：3,377 人、Facebook：6,067 人となった。また、日本
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橋オフィスについては、Instagram：2,098 人、X（旧 Twitter）：2,221 人、

Facebook：787 人となった。 

 

（カ）地域おこし協力隊マッチングツール「みらいと」の運用 

地域おこし協力隊希望者と自治体のマッチングを促進するため、LINE を活用した地

域おこし協力隊マッチングツール「みらいと」を運用した。また、地域おこし協力隊

サイトに「みらいと」のページを掲載し、登録者数の増加に努めた。 

 

（キ）情報誌「１００万人のふるさと」発行 

宝くじ協会からの助成金をもとに、年 4 回、各 2 万 5,000 部の発行を行った。 

2026 年 2 月発行号は、移住者紹介の特別号「移住する人・支える人」とし、セン

ター窓口担当者や現地の受け入れ担当者を紹介した。 

 

（2）支援ネットワーク事業 

（ア）JOIN 移住・交流＆地域おこしフェアの開催 

地方への移住・交流を希望する都市在住者に対して、自治体から直接移住・交流に

関する生の情報を提供するとともに、移住交流希望者と地域との出会いの場を提供す

るイベントを実施した。フェアでは、来場者と地域の接点を増やすために「マルシェ

ブース」のほか、地方移住に関するトークセッションやゆるキャラステージ等のステ

ージイベントを会場内で実施した。また、来場者の移住意欲を高めるため、「地域」

や「移住」、「地域おこし協力隊」、「関係人口」にフォーカスしたステージイベン

トを計 14 回実施した。加えて、出展者間での交流を促進するため、22 日（土）の会

期終了後に、出展者交流会を実施した。 

会場には 2 日間合計 3,113 名が訪れ、移住相談や地域との接点作りが行われた。 

 

＜開催概要＞ 

日  時：令和 7 年 11 月 22 日（土）11：00～17：00 

23 日（日）10：00～16：00 

     ※22 日 17：00～18：00 出展者交流会を実施 
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会  場：東京ビッグサイト東 7 ホール 

来 場 者：3,113 名（１日目 1,474 名、2 日目 1,639 名） 

出 展 数：延べ 612 ブース（２日間） 

移住・交流相談ブース    １日目 244 ブース、2 日目 173 ブース 

地域おこし協力隊募集ブース  １日目 77 ブース、2 日目 72 ブース 

 

法人ブース              １日目 7 ブース、 2 日目  7 ブース 

マルシェブース          １日目   10 ブース、2 日目   10 ブース 

ふるさと納税ブース        １日目     2 ブース、2 日目   2 ブース 

PR ブース                 １日目     4 ブース、2 日目   4 ブース 

後  援：総務省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、観光庁、スポーツ庁、内

閣府地方創生推進事務局、（一財）地域活性化センター 

協  力：（一社）全国農業会議所 

 

（イ）第２１回ふるさと回帰フェア２０２５の開催 

公益社団法人ふるさと回帰・移住交流推進機構として初めてとなる「ふるさと回帰

フェア 2025」を、「百花繚乱！色とりどりの地方暮らしがみつかる」を全体テーマ 

とし、東京国際フォーラムを会場として開催した。 

「ふるさと回帰フェア」のメインとなる「ふるさと暮らし相談コーナー」では、地

方自治体・団体が移住相談ブースを設置して、地域の特色の紹介や暮らし方の魅力、

住まいや仕事の探し方に関する PR・相談を行った。 

今年の特徴は、来場者が 2 日目のほうが多かったことがあげられる。これは、1 日

目に NHK 首都圏ニュースの取材・放映があり、ニュースを見たという方たちが一定数

いた。 

 

＜開催概要＞ 

日  時：令和 7 年 9 月 20 日（土）21 日（日）10：00～16：30 

会  場：東京国際フォーラム ホール E／ロビーギャラリー 

来 場 者： 3 万 300 人（1 日目：1 万 4,500 人、2 日目：1 万 5,800 人） 
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出 展 数：自治体ブース延べ 710 ブース（2 日間） 

「地方暮らし応援コーナー」の省庁・企業数 20 ブース 

「日本全国ふるさとマルシェ」32 ブース 

ワークショップコーナーで 4 つの伝統工芸体験 

• 各ブースでは来場者の真剣な相談が多数行われていた。特に北海道エリア、栃

木エリア、長野県エリア、福岡県エリアは、多くの来場者で混雑していた。 

• 関東近郊の人気も高く、取り組みが熱心な秦野市や北杜市の人気の市町の相談

は途切れることがなかった。 

• 来場者の傾向は、昨年度とほぼ変わらず 30 代から 50 代が中心で、全体の約 7

割を占めた。 

• また、来場者は、目標の延べ 3 万人を達成し、相談の本気度の高さや相談者の

高い回遊性はリアル開催ならではの特色が出ていた。これは、ふるさと回帰支

援センター・東京が提案している東京一極集中の是正、地方暮らしへの支持の

輪が確実に広がっていることを示すものと考える。 

• 子育て世代への配慮として、今年初めて「託児コーナー（一時預かり）」を設

置したところ、常に預かり定員一杯の状態が続き、保護者の方には安心して相

談に行っていただいた。 

• ロビーギャラリーにおいて、食や特産品を通じて自治体の認知度を高めてもら

うため、今年も各地の団体が出展する「日本全国ふるさとマルシェ」を開催し

た。来場者も多く、活況を呈していた。さらに、初めての企画として、地域の

伝統工芸を体験できる有料でのワークショップを 4 ブース設置した。2 日間合

計で、228 名の方にご利用いただいた。 

 

＜組織統合記念レセプション＞ 

フェアに合わせて、組織統合記念レセプションパーティーを、同じ東京国際フォー

ラムで実施した。前身の認定 NPO ふるさと回帰支援センターともかかわりの深い、石

破内閣総理大臣にお越しいただき、激励の言葉をいただいた。なお、招待客は約 130

名であった。 
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（ウ）第２回 おいでや！ 田舎暮らしフェア２０２５の開催 

「きっと見つかる自分らしい暮らし」をテーマに、いなか暮らしフェアを開催した。

西日本最大級の移住マッチングイベントとして、過去最大となった昨年度の来場者数

に迫る多くの参加者が詰めかけた。 

 

＜開催概要＞ 

日  時：令和 7 年 7 月 19 日（土）10：30～16：30 

会  場：OMM2 階 A・B・C ホール（大阪市中央区天満橋） 

来 場 者： 928 組 1,287 人（昨年度：949 組 1,469 名） 

出 展 数：217（過去最多） 

• セミナーコーナーでは「移住の学校」を開講。「住まい探しの基本」「起業」

「農ある暮らしの始め方」の 3 講座を実施し、いずれも満席の盛況で、立ち見

を含め延べ 254 人が参加した。また、特別編として「移住入門セミナー」も同

時開催し、こちらも 3 回の開講で延べ 108 人が参加する賑わいを見せた。 

• 開催日前日の 18 日には、出展団体参加者を対象とした「移住定住担当者セミ

ナー2025」を開催し、89 名が参加した。翌日のフェアに向けたノウハウ共有

のワークショップとして、「ナリキリＷS」を実施し、相談対応スキルの向上

と参加者交流を図った。 

 

（３）自治体との連携強化 

ふるさと回帰支援センター・東京の相談件数（面談・電話・メール・見学・セミナ

ー参加）は、前年度比で 11.1％増の７万 2,525 件となった。令和６年度（6 万 5,264

件）を上回り、５年続けて過去最高の相談件数を更新し、移住に対するニーズは拡大

基調にあると見込まれる。 

 また、ふるさと回帰支援センター・大阪の相談件数（面談・電話・メール・見学・

セミナー参加）は 3,918 件となり、令和 6 年度（4,245 件）に対し 7.7％減となった。 

自治体の政策決定の中心となる首長や議員等からの視察や研修については、積極的

に受け入れた。ふるさと回帰支援センター・東京を初めて訪れた首長、議員も多数存

在し、施設見学や当センターの事業内容を丁寧に説明し、移住・定住に関する自治体
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の政策優先順位を高めることを目指した。 

さらに、平成 30 年から開始した相談員を配置している自治体の担当者との意見交

換会を、該当する全自治体（44 都道府県１政令市）と行った。各自治体の相談傾向の

資料を提示して、現状や課題等を共有し、連携して移住・定住活動の促進を図る機運

醸成を図った。 

（４）移住セミナー等の開催 

ふるさと回帰支援センター東京における移住相談会・セミナーの回数は、目標の

700 回には到達しなかったものの、過去最高の 668 回の開催となった。 

全体の傾向として、オンラインあるいはオンラインと対面の併用から、対面方式に

シフトしていく方向にある。 

 

（５）関係団体との連携 

構成団体（日本労働組合総連合会、全国農業協同組合中央会、オイシックス・ラ・

大地株式会社、全国農業会議所、全国森林組合連合会、全国漁業協同組合連合会、日

本生活協同組合連合会、パルシステム生活協同組合連合会、損保ジャパン株式会社）

との連携強化のため、構成団体連絡会を毎月 1 回、計 12 回開催した。 

機構の取り組みや、移住相談やセミナーの実績、中央官庁や自治体の動向などの情

報を共有するとともに、課題点など意見を交換した。 

 

（６）広報体制とマスコミ対応の強化 

令和７年度は約 200 件の取材があった。 

「避暑移住」や「家賃高騰」などをテーマにした取材が多く、ＮＨＫニュースや朝

日、読売、日経などの全国紙や地方紙、民放各局で露出があった。 

大学生、高校生などからも 20 件以上の問い合わせがあり対応した。 

 

2. 会員マッチング支援 

 （1） 自治体会員と法人会員とのマッチング支援 

（ア）会員向け講演・説明会の開催 

主として 4 月の人事異動等で担当者が変わる自治体会員や法人会員向けに、JOIN の
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活動内容や活用方法について説明するため、令和 7 年 4 月 22 日に会員向け講演・説

明会を実施した。 

 

＜講演・説明会概要＞ 

日  時：令和 7 年 4 月 22 日（火）  10：00～12：00  

開催方法：オンライン配信 

参 加 者：287 名 

内  容：・総務省施策説明 

「令和７年度地域力創造グループ施策について」 

・JOIN の活用方法について 

・官民連携事業紹介（山形県小国町×（株）扶桑社） 

『「白い森」で遊ぼう暮らそうマップ制作プロジェクト事業』 

・新規事業紹介（（株）Asian Bridge、GOB（株）） 

 

（イ）JOIN 会員定例会の開催（計 2 回実施） 

法人会員と自治体会員の連携促進を図るため、官民合同セミナーと会員交流会とし

て、東京及び愛知県で実施した。官民合同セミナーでは、講演及び事例紹介を中心と

したセミナーを実施し、会員交流会では、法人会員から自治体会員向けに各法人が有

する移住・交流のソリューション・コンテンツのプレゼンテーションを行った上で、

双方の意見交換会を実施した。 

 

①令和 7 年度 JOIN会員定例会（愛知） 

＜官民合同セミナー＞ 

日  時：令和 7 年 7 月 25 日（金）13：00～17：15  

会  場：TKP ガーデンシティ PREMIUM 名古屋駅新幹線口 

開催方法：会場 

参 加 者：44 名（自治体 22 名、法人 22 名） 

内  容：・講演「地域の社会課題をビジネスと官民連携で解決する」 

（株）イマゴト 代表取締役 秋田 大介 
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・コラボ助成事業 事例発表 

埼玉県長瀞町×（株）ライトライト 

 

 

＜会員交流会＞ 

内  容：・法人会員からのピッチプレゼン（3 分×16 社） 

・自治体会員と法人会員の個別意見交換会（15 分×3 クール） 

・自治体会員と法人会員の自由交流 20 分 

参加法人会員：（株）JTB、（株）LIFULL、（株）あるやうむ、 

（株）WOW WORLD、GOB（株）、ミキハウス子育て総研（株）、 

（株）ネクストビート、（株）SAGOJO、 

（株）ジェイアール東日本企画、（株）大王製作所、 

ダイキチシステム（株）、ジオ・マーク（株）、 

（株）カンバーランド・ジャパン、（株）石見銀山群言堂グループ、 

（株）Asian Bridge、（株）NTT DX パートナー、 

（株）ライトライト 

        

②令和７年度 JOIN 会員定例会（東京） 

＜官民合同セミナー＞ 

日  時：令和７年 10 月 1７日（金） 13:00～17:15 

開催方法：会場 

会  場：ビジョンセンター東京八重洲 

参 加 者：7９名（自治体：40 名、法人：39 名） 

内  容：・基調講演 

「移住×空き家マッチング成功の鍵と実践モデル」 

一般社団法人 移る夢 代表理事 中西 康至 氏 

＜会員交流会＞ 

内  容：・法人会員からのピッチプレゼン（3 分×21 社） 

・自治体会員と法人会員の個別意見交換会（15 分×3 クール） 
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・自治体会員と法人会員の自由交流 15 分 

参加法人会員：（株）JTB、東武トップツアーズ（株）、 

AKIKOiDS コンサルティング（株）、（合）DMM.com、 

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー（合）、（株）LIFULL、

（株）産業経済新聞社、アットホーム（株）、 

（株）朝日エージェンシー、RX Japan（株）、 

ミキハウス子育て総研㈱、㈱Asian Bridge 

 

（ウ）マッチング支援ツール：JOIN B to G 通信の配信 

法人会員と自治体会員とのマッチングを促進するため、法人会員からの情報提供を

受けて、各種のソリューションやサービス、イベント開催などに関する情報などを随

時自治体会員にメールで発信・告知した。（本年度配信回数：１０４回） 

 

（エ）法人会員交流会の開催 

法人会員が持つ自治体とのネットワークや連携事例を法人会員間で共有することで、

自治体への支援が深まること、あわせて法人間の交流が促進されることで新たな事業

が生まれることなどを狙いとし、法人会員交流会を実施した。 

日  時：令和 8 年１月 21 日（水） 14:30～17:45 

場  所：ふるさと回帰支援センター・東京 

参 加 者：45 名（法人 37 名、省庁などオブザーバー8 名） 

内  容：・講演 内閣官房 地域未来戦略本部 加藤 卓市 

・新規加入法人会員紹介 

・名刺交換会 

 

（オ）法人会員オンラインピッチプレゼンの開催 

法人会員の理念や事業を主に自治体会員にショートプレゼンしていただき、官民連

携のきっかけを生むことを目的とした「法人会員オンラインピッチプレゼン」を開催

した。 
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（第 1 回） 

日  時：令和７年 6 月 13 日（金） 13:30～14:30 

参 加 者：80 名（自治体会員 66 名、法人会員 14 名） 

内  容：・プレゼン① デロイトトーマツリスクアドバイザリー（同） 

G＆PS マネジャー/ 

デロイトトーマツ（同）Just Do it!!地域イニシアチブ代表                    

百瀬 旬氏  

・プレゼン② （株）ネクストビート 

新規事業開発部 事業部長/ 

自治体・企業連携 統括責任者  相澤 健太氏 

・プレゼン③ （株）SAGOJO 取締役 大京寺 諄氏  

・プレゼン④ （株）LIFULL 地域力創造アドバザー 後藤 大夢氏  

・プレゼン⑤（株）WOW WORLD 

エグゼクティブエキスパート 濱田 晋二氏 

・プレゼン⑥（株）IRODORI 代表取締役 谷津 孝啓氏 

・プレゼン⑦（株）ライトライト 

事業推進チーム・宮崎オフィス長 江尻 竜也氏  

 

（第 2 回） 

日  時：令和 7 年 11 月 27 日（木） 13:30～14:30 

参 加 者：54 名（自治体会員 31 名、法人会員 23 名） 

内  容：・プレゼン① （株） Asian Bridge 

Bank ソリューション事業部 部長 三宅 貴展氏  

・プレゼン② 東武トップツアーズ（株） 

地域創生・ソーシャルデザイン推進部 

地域創生事業担当 専門部長 利重 和彦氏 

・プレゼン③ （株）アドバンテック 

サステナブル事業部 主任 谷口 将史氏 

・プレゼン④ （同）DMM.com 

http://dmm.com/
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地方創生事業部ディレクションチーム 

チームリーダー 山根 好子氏 

・プレゼン⑤（株）カンバーランド・ジャパン 代表取締役 原田 英世氏 

       ・コラボ助成費事業について 

 

（カ）法人会員から自治体会員へのソリューション提案 

  法人会員から自治体会員へのソリューション提案を促進することに引き続き注力

した。この目的の達成のため、①法人会員事業ヒアリング、②法人会員事業開発コ

ンサルティング、③コラボ事業参画のための個別相談、の 3 つを行った。 

 

（2）会員コラボ企画事業費助成 

自治体会員と法人会員との連携による新たな移住・交流促進関連事業に対して、

（一財）地域活性化センターへの推薦又は直接助成を行った。 

 

（ア）官民連携による移住・交流ビジネス創造事業 

【事業形態】事業主体（自治体）／パートナー（法人） 

（一財）地域活性化センター「令和 7 年度 移住・定住・交流推進支援事業」（助成対

象：市町村等、助成金申請上限額：1 件あたり 2,000 千円）の助成対象決定にあたり、

「官民連携による移住・交流ビジネス創造事業」について JOIN-FURUSATOから以下

の 10 件を推薦し、助成が決定された。 

①洋上風力を機会とした Kaminokuni（上ノ国）SHIFT 基盤構築事業~海と風のウ

ェルビーイングな町へ～ 

 北海道県上ノ国町／（株）JTB 

②ファミリーワーケーション受入体制構築事業 

 山形県小国町／（株）雨風太陽 

③住みたい村 NO.1! たばやま移住マッチングモニターツアー 

山梨県丹波山村／東武トップツアーズ（株） 

④デジタルコミュニティ DAO を活用したワーケーション推進及び DAO のインセン

ティブ調査研究事業 
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和歌山県白浜町／（株）あるやうむ 

 

⑤洲本市テレワーカー育成事業 

兵庫県洲本市／（株）LIFULL  

⑥創業×IJU ターン促進イベント 

鳥取県鳥取市／（株）ライトライト 

⑦愛する地元を救え！高校生が立ちあがる！いずも縁結び大作戦！ 

 島根県出雲市／ミキハウス（株） 

⑧地域滞在型人材誘致推進事業 

 島根県大田市／（株）石見銀山群言堂 

⑨「マイ柳川クラフト」事業 

 福岡県柳川市／（株）産経新聞社 

⑩すごい関係人口コミュニティ『かしましクエスト（仮）』による関係人口創出事

業 

佐賀県鹿島市／（株）SAGOJO 

 

（イ）会員コラボ企画事業 

【事業形態】事業主体（法人）／パートナー（自治体） 

助成対象は法人会員で初回利用に限っており、助成金申請上限額は 1 件あたり特別

法人会員 1,000 千円、一般法人会員 500 千円である。本年度の採択事業は２件であっ

た。 

○大阪最大の繁華街梅田における高知県「おきゃく」文化再現イベント 

 （株）共同通信社／高知県 

○在住外国人の移住・関係人口拡大モデル構築事業 

（株）石見銀山群言堂グループ／鳥取県智頭町 

 

3．地域おこし協力隊事業支援 

（ア）「地域おこし協力隊定住に向けた起業支援セミナー」の開催 

現在地域で活動をしている隊員等が、任期終了後、定住に向けて円滑な起業が可能
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となるよう、起業準備の熟度に応じ、４つのコースに区分してセミナーを開催した。 

オンライン及び対面にて全２回開催し、延べ 91 名が参加した。 

【コース】 

・A.講義コース（講義のみ） 

・B.ワークショップコース（講義＋ワークショップ） 

・C.個別相談コース（講義＋個別相談） 

・D.動画視聴コース（講義動画を 1 ヶ月間視聴可能） 

 

（第 1 回）オンライン及び対面 

日   時：令和７年９月３日（水）  8:55～17:00 

会   場：（一財）地域活性化センター 大会議室 

      オンライン（Zoom ミーティングルーム） 

参  加  者：46 名 

後   援：（一財）地域活性化センター 

カリキュラム：〇講義 「ビジネスプラン（事業計画）の読解と作成要領」 

・講師：（一財）地域活性化センター 常務理事 大西 達也氏 

〇講義 「地域資源を生かした起業と成功のポイント」 

・講師：（一社）ホワイエ 代表 柴原 孝治氏 

 〇講義 「起業への具体的なステップアップについて」 

・講師：ヨツカド商店・ヨツカドホール 代表 今井 亮輔氏 

〇起業のための支援事業のご紹介 

【ワークショップ】 

〇ミニ講義 「地域おこし協力隊としての起業において重要なこと」 

・講師：鍋島 悠弥氏（地域おこし協力隊サポートデスク専門相談員） 

       〇グループワーク       

       【個別相談】 

       〇ビジネスプランの発表・講師への個別相談 

 

（第 2 回）オンライン 
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日   時：令和７年 10 月 21 日（火）9:55～18:00 

会   場：オンライン（Zoom ミーティングルーム） 

参  加  者：45 名 

後   援：（一財）地域活性化センター 

カリキュラム：〇講義 「ビジネスプラン（事業計画）の読解と作成要領」   

・講師：（一財）地域活性化センター 常務理事 大西 達也氏 

〇講義 「地域の”やりたい”事業に変える！ー人口３万人のまちで９

年続けた起業のリアルー」 

・講師：（株）オコソコ 代表取締役 蔵元 恵佑氏 

〇講義 「土地に根付く「起業」への道～具体的な事例を基に～」 

・講師：（一社）TORCH 代表 長谷川 祥子氏 

【ワークショップ】 

〇ミニ講義 「地域おこし協力隊としての起業において重要なこと」 

・講師：鍋島 悠弥氏（地域おこし協力隊サポートデスク専門相談員） 

       〇グループワーク 

【個別相談】 

〇ビジネスプランの発表・講師への個別相談 

 

（イ）地域おこし協力隊スタートアップコミュニティの運用 

起業支援セミナー受講後の伴走的な支援として、定期的な情報提供や限定セミナー、

隊員同士の交流機会を提供する「地域おこし協力隊スタートアップコミュニティ」

（LINE 公式アカウント）を運用し、セミナーを 4 回開催した。 

 

＜第 1 回＞ 

日  程：令和 7 年 5 月 27 日（火） 14:00～15:00 

講  師：日本政策金融公庫 渋谷 健人氏 

 

＜第 2 回＞ 

日  程：令和 7 年 8 月６日（水） 14:00～15:00 
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講  師：(株)We 戸田 裕昭氏 

 

＜第 3 回＞ 

日  程：令和 7 年 9 月 4 日（木）～5 日（金） 

講  師：GOB（株） 山口 高弘氏  

     匝瑳市地域おこし協力隊 北條 将徳氏 

 

＜第 4 回＞ 

日  程：令和 8 年 3 月 2 日（月） 14:00～15:00 

講  師：株式会社 CAMPFIRE 竹内 一平氏 

     厚沢部町元地域おこし協力隊 中村 和恵氏 

  

（ウ）地域おこし協力隊マッチングセミナーの開催 

（（一財）地域活性化センターからの受託事業） 

地域おこし協力隊員希望者を対象に、地域おこし協力隊員の受入を検討または募集中

の自治体とのマッチングを図るセミナー「地域おこし協力隊合同募集セミナー」をオ

ンラインで２回開催し、延べ 211 名が参加した。 

 

（第 1 回）「地域おこし協力隊 なる前セミナー」（Youtube Live） 

日  時：令和 7 年 10 月 23 日（木） 18:30～20:00 

申 込 者 ：161 名 

講    師：地域おこし協力隊サポートデスク専門相談員 吉村 佑太 氏 

内      容：制度の基本、募集の探し方、募集要項の見方など 

 

（第 2 回）募集説明会 in メタバース（メタバースプラットフォーム[Cluster]） 

日  時：令和 7 年 10 月 30 日（日） 18:30～20:30 

参 加 者：50 名 

参加自治体：青森県十和田市、新潟県十日町市、徳島県阿南市、愛媛県松山市 

運 営 協 力：㈱J&J 事業創造（JTB グループ）       
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内   容：オリエンテーション、自治体紹介・募集 PR、相談・交流会 

 

（エ）地域おこし協力隊受入自治体職員向け研修会の開催 

地域おこし協力隊の受入を検討している自治体及び受け入れている自治体職員向けに

日頃、業務の中で感じている疑問や課題を解決することで協力隊活動を円滑化するこ

とを目的とした「地域おこし協力隊受入自治体職員向け研修会」をオンラインで２回

開催した。 

 

（第 1 回） 

日  時：令和７年６月 19 日（木） 13:30～15:00 

参 加 者：260 名 

内  容：「基礎講座：ミスマッチを防ぐ採用のポイント」 

 

（第 2 回） 

日  時：令和７年９月２日（火） 13:30～14:30 

参 加 者：282 名 

内  容：「実践講座：募集要項設計のポイント」 

 

（オ）地域おこし協力隊×法人会員合同研修・交流会の開催  

法人とのつながりを希望する現役協力隊員及び地域おこし協力隊の活動に関心のある

法人会員を対象に、協力隊と企業の連携による地域づくりに関する研修会を移住・交

流情報ガーデンにて 1 回開催し、協力隊員 12 名、法人会員 9 社が参加した。 

 

＜研修・交流会概要＞ 

日  時：令和７年 1２月５日（金） 13:30～17:00 

参 加 者：2６名（協力隊員 1０名、法人会員 10 社 1６名） 

内  容：・講演「地域おこし協力隊だからこそできる暮らしにもとづいた地域×外

部組織の連携」  

NPO 法人 上田上山棚田団 理事 水柿 大地 氏 
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・法人会員ショートプレゼン（1 社あたり３分以内） 

・地域おこし協力隊自己紹介（1 人あたり 1 分 30 秒以内） 

・面談（15 分×3 セット（協力隊 1 人または 2 人：法人１社）） 

・自由交流 

 

（カ）「HIOKOSHI」の共同開発・運用 

地域おこし協力隊に特化したクラウドファンディングサービス「HIOKOSHI」を

（株）CAMPFIRE と共同開発・運用し、地域おこし協力隊の活動に応援と資金を集め

た。 

＜実績＞ 

期  間：令和７年１月１日～１２月３１日 

総支援額：77,789,967 円        

プロジェクト件数：72 件 

プロジェクト単価：1,080,416 円 

 

4．国・自治体等の事業支援  

（1）移住・交流情報ガーデンの運営 

（総務省からの受託事業） 

総務省が設置した移住・交流情報ガーデンの運営を引き続き受託した。（受託契約

は令和７年度から３年間）一月平均の来館者数は 778 人と昨年度からは増加したが、

新型コロナウイルスの感染症拡大に伴う影響を受ける前（令和元年度）の水準までは

回復していない。移住・交流情報ガーデンでは「移住・交流相談員」が移住や田舎暮

らしに関する相談に応じたほか、自治体などが主催する移住関連イベント開催を支援

した。 

 

（2）自治体の移住・交流関連事業への支援・アドバイス・コンサルティング 

都道府県会員からの依頼に基づいて、市町村関係者などが集まる会議で出前講座を

開催し、移住・交流に関する情報提供や JOIN の広範な活動内容、JOIN 法人会員と協

力した事例を紹介した。その中で、JOINウェブサイトを活用した情報発信（空き家バ
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ンク、支援制度、交流・体験情報等）の手法や法人会員とのマッチング、JOINフェア

の内容についても説明し、自治体会員の移住・交流施策推進を支援した。 

実施日 主催 内容 

① 5 月 27 日 茨城県 県及び県内市町村向けに JOIN 活用方法について講演 

② ６月５日 富山県 県内市町村向けに近年の移住トレンドについて講演 

③７月 10 日 
静岡県 

磐田市 

庁内職員向けに地域おこし協力隊制度の運用方法、事例

について講演 

④９月４日 山梨県 

地域おこし協力隊向けに地域おこし協力隊制度の基本、

地域おこし協力隊都道府県ネットワークの概要について

講演 

⑤９月 16 日 青森県 県内市町村向けに近年の移住トレンドについて講演 

 

（３）都市と農山漁村の交流・移住実務者セミナーの開催 

各府省の次年度予算（案）における移住定住者事業の紹介や先進的な自治体の取り

組み報告等を中心に、セミナー（オンライン配信）を実施した。 

＜配信期間＞ 令和８年 3 月 6 日～4 月 10 日 

＜参加自治体数＞ 152 

＜プログラム＞ 

・主催者挨拶 

高橋 公【公益社団法人ふるさと回帰・移住交流推進機構 代表理事】 

・地方移住交流推進国民運動について 

・活動報告 ふるさと回帰支援センター・東京・大阪の活動について 

・省庁解説① 地域力創造施策について   

畑山 栄介【総務省 地域自立応援課】 

・省庁解説② 二地域居住等の促進について     

松坂 維大 【国土交通省 地方振興課】 

・省庁解説③ 農山漁村振興施策について        

中山 公太 【農林水産省 地域振興課】 

・省庁解説④ 地域雇用対策の概要について      
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佐藤 広道 【厚生労働省 地域雇用対策課】 

・省庁解説⑤ 地域の人事部について       

斎藤 智哉 【経済産業省 地域経済産業政策課】 

・省庁解説⑥ 地方移住の促進について  

森井 秀之 【内閣官房地域未来戦略本部事務局】 

 

（４）事業部受託事業（自治体主催イベントの企画・運営・実務） 

令和 7 年度の事業部受託事業は、13 の団体（都道府県 11，圏域 2）の移住イベン

トに関する企画・運営・実務を行った。 

イベント開催数は年間 18 回（組織統合前（令和 7 年 4 月～6 月）の 1 回含む）と

なり、昨年度比較で 7 回の増加となった。 

 

① 旭川たいせつ圏域移住フェア 2025 ～豊かな暮らし、はじめよう～ 

・開催日時  令和 7 年 11 月 16 日（日）10:30～16:00 

・開催場所  東京交通会館 3 階グリーンルーム 

・委託元    旭川移住促進協議会 

・来場者 80 組 106 名 

② 青森県 UI ターンフェア 2025～春夏秋冬”ぜんぶ楽しむあおもり暮らし”～ 

・開催日時 令和 7 年 10 月 19 日（土）10:00～16:30 

・開催場所  東京交通会館 12 階ダイヤモンドホール 

・委託元    青森県・あおもり移住交流推進協議会 

・来場者 216 組 306 名 

③ みやぎ移住・交流フェア 2025 

・開催日時   令和 7 年 11 月 15 日（土）11:00～16:00 

・開催場所   東京交通会館 12 階ダイヤモンドホール 

・委託元     宮城県 

・来場者 198 組 257 名 

④ みやぎ移住・交流フェア Lite【2026】 

・開催日時   令和８年 2 月 1 日（土）11:00～16:00 
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・開催場所   東京交通会館 3 階グリーンルーム 

・委託元     宮城県 

・来場者 96 組 133 名 

⑤ オールとちぎ移住＆しごとフェア 2025 

・開催日時   令和 7 年 11 月 16 日（日）11:00 ～16:00       

・開催場所   東京交通会館 12 階ダイヤモンドホール 

・委託元     栃木県 

・来場者 306 組 444 名  

⑥ ぐんま移住＆交流フェア 2025 

・開催日時  令和 7 年 11 月 16 日（日）11:00～16:30 

・開催場所  東京交通会館 12 階カトレアサロン 

・委託元    群馬県 

・来場者 324 組 478 名 

⑦ かながわ移住フェア 2026～あれ？神奈川に移住イイじゃん～ 

・開催日時   令和８年 1 月 31 日（土）11:00～16:00 

・開催場所   東京交通会館 12 階カトレアサロン A 

・委託元     神奈川県 

・来場者 203 組 307 名 

⑧ 農業するなら長野で！『長野県市町村・JA 合同就農相談会』 

・開催日時  令和 7 年 7 月 6 日（日）11:00～16:00 

・開催場所  東京交通会館 12 階カトレアサロンＡ 

・委託元    長野県・（公社）長野県農業担い手育成基金 

・来場者 97 組 130 名 

⑨ 信州で暮らす働くフェア 2025 

・開催日時 令和 7 年 7 月 12 日（土）11:00～17:00 

・開催場所  東京交通会館 12 階ダイヤモンドホール＆カトレアサロン 

・委託元    長野県 

・来場者 782 組 1,235 名 

⑩ 信州で暮らす働くフェア・ミニ ～キーワードから始まる信州の暮らし～ 
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・開催日時  令和８年 2 月 28 日（土）11:00～17:00 

・開催場所  東京交通会館 12 階カトレアサロンＡ 

・委託元    長野県 

・来場者 215 組 350 名 

⑪ にいがた U・I ターンフェア 2025 

・開催日時   令和 7 年 11 月 9 日（日）11:00～17:00 

・開催場所   東京交通会館 12 階ダイヤモンドホール 

・委託元     新潟県 

・来場者 193 組 291 名 

⑫ ぎふ暮らし移住フェア 

・開催日時   令和 7 年 11 月 30 日（日）11:00～16:30 

・開催場所   東京交通会館 12 階ダイヤモンドホール 

・委託元     岐阜県 

・来場者 192 組 275 名 

⑬ みえ移住フェア２０２５<名古屋会場> 

・開催日時   令和 7 年 8 月 30 日（土）11:00～16:00 

・開催場所   ウインク愛知６階 

・委託元     三重県 

・来場者 75 組 115 名 

⑭ みえ移住フェア２０２５<大阪会場>  

・開催日時   令和 7 年 10 月 26 日（日）11:00～16:00 

・開催場所   OMM ビル 2 階展示ホール F・F2 

・委託元   三重県 

・来場者 56 組 83 名 

⑮ みえ移住フェア２０２５<東京会場>  

・開催日時   令和 7 年 12 月 6 日（土）11:00～16:00 

・開催場所   東京交通会館 12 階カトレアサロン B 

・委託元   三重県 

・来場者 118 組 153 名 
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⑯ 北陸 3 県 くらし & しごとフェア 

・開催日時   令和 7 年 11 月 1 日（土）11:00～16:00 

・開催場所   東京交通会館 12 階ダイヤモンドホール＆カトレアサロン 

・委託元     富山県・石川県・福井県 

・来場者 240 組 357 名 

⑰ やまぐちと津和野のんびり移住 Life2025  

・開催日時   令和７年７月２７日（日）11:00～16:00 

・開催場所   東京交通会館 3 階グリーンルーム 

・委託元     山口圏央連携都市圏域推進協議会 

・来場者 71 組 90 名 

 

 

⑱ やまがた移住・交流フェア 2025 

・開催日時   令和 7 年 6 月 14 日（土）10:30～16:30 

・開催場所   東京交通会館 12 階ダイヤモンドホール 

・委託元     山形県・（一社）ふるさと山形移住・定住促進センター 

・来場者 264 組 425 名 

※認定 NPO 法人ふるさと回帰支援センター共催で実施。 

 

5．移住・交流に関する調査研究 

（ア）地域おこし協力隊事業に関する調査研究業務 

（（一財）地域活性化センターからの受託事業） 

（委託先：（株）産業経済新聞社） 

地域おこし協力隊の現状と定住に向けた課題についてアンケート調査を実施した。

全国の地域おこし協力隊員計 1,658 名から回答を得た。今回の調査では、地域おこし

協力隊活動内容の、着任前と着任後のギャップに関する質問項目を加えて実施すると

ともに、着任する前の任地への訪問状況と定住意向との相関などを明らかにするため、

クロス集計を行った。 

活動の内容では、「地域コミュニティ活動」等の割合が最も多く、次いで「地域や
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地域産品の情報発信・PR」、「イベントの企画・運営、集客などに関する活動」が多

い。 

日々の相談相手に関しては、地域おこし協力隊担当の行政職員が最も多かった。ま

た、地域おこし協力隊経験者（個人・ネットワーク）に対して相談する隊員が一定数

存在することから、協力隊経験者の果たす役割が重要であることが明らかになった。 

兼業・副業及び起業（継業を含む。）に関しては、クロス集計を行った結果、定住意

向のある隊員や、兼業・副業している（していた）隊員ほど起業に対する意欲が高い

ことが明らかになった。 

着任する前の任地への訪問状況と定住意向との相関に関しては、着任前に任地を

「訪れたことがあった」隊員は、「訪れていない」隊員と比較して定住意向が高いこ

とが明らかになった。このことから、「おためし地域おこし協力隊」や「地域おこし

協力隊インターン」などの制度を活用しながら、協力隊希望者が任地を訪れる機会を

積極的に創出することがミスマッチを防ぐためにも重要であると考えられる。 

 

（イ）二地域居住に関する意識調査 

（委託先：㈱共同通信社） 

令和 7 年 6 月に、総務省から、地域の担い手確保や活性化につなげる「ふるさと住

民登録制度」を創設予定である旨が発表された。関連して、二地域居住と呼ばれる主

たる生活拠点とは別の地域に新たな生活拠点を設けて暮らす新たなライフスタイルが

注目されており、二地域居住に関して移住検討層がどのような興味関心を持っている

か、不安や課題を抱えているか、更に必要な支援制度についてを調査した。 

設問については、二地域居住に興味がある理由・二地域居住を行うにあたっての不

安や課題点、加えて二地域居住を後押しする支援制度として、重要だと思うものを選

択するといった設問を設け、ニーズを把握する設計とした。今回は「地方への移住や

田舎暮らしに興味がある 20 代以上の男女」500 名から回答を得た。 

二地域居住に興味がある理由に関しては、「自然の豊かな環境で過ごしたい」「都

会の生活に疲れた/リフレッシュしたい」など、自然・社会環境に関する回答がこれま

での調査と同様に上位を占めた。 

二地域居住を行うにあたっての、不安や課題点については過半数以上が「住居費な
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どの費用負担が大きい」と回答し、次いで「交通費が高い」、「移動時間が長い」と

続いた。 

二地域居住を後押しする支援制度として、重要だと思うものは「家賃補助」と「交

通費補助」が半数を超えていた。 

二地域居住を実施したいと考えている場所について「関東地方（茨城、栃木、群馬、

埼玉、千葉、東京、神奈川）」が半数を超えており、他地域の中で突出して高い結果

になった。調査対象地域が東京圏であることを考慮すると、回答者が現在の生活拠点

（東京圏）から無理なく通える範囲で二地域居住を望んでいることが考えられ、比較

的移動時間や交通費の負担が少ない近隣県が現実的な選択肢となっている事が分かる。 

 

６．地方移住交流国民運動推進本部の設置 

令和８年 2 月に「地方移住交流国民運動推進本部準備会議」を設置し、運営要綱、

運営規則、事業計画を作成した。 

事業計画では、地方移住交流国民運動推進本部が取り組む 5 つの事業を設定した。 

1. 公益社団法人ふるさと回帰・移住交流推進機構が社会のインフラとなり、定着

するように国民運動として取り組む。 

2. 地域移住交流のシンポジウム、セミナー事業等を全国で開催する。また、外部

機関の諸会議に参加する。 

3. 地方移住交流国民運動支援会員の拡大をはかる。 

4. 「地方移住推進基本法（仮称）」の制定に向けて、培った地方移住の知見をは

かり、連携の枠を広げる。 

5. 「地方移住交流国民運動推進本部推進協議会」を発足させ、運営規則に基づい

て進める。 

以上 


